　　　国際交流事業補助金交付要綱

（平成４年３月２７日訓令第４号）

改正　平成６年９月１日訓令第１２号

平成２８年３月２２日告示第５１号

平成３１年３月２５日告示第５１号

　（趣旨）

第１条　この要綱は、大野市内の団体が国際交流を目的として外国を訪問する場合（以下「訪問事業」という。）及び国外に住む（研修のため国内に住んでいる者を含む。）外国人を受け入れる場合（以下「受入れ事業」という。）に、その経費の一部を補助するために必要な事項を定めるものとする。

　（実施主体）

第２条　補助事業の実施主体は、次の各号に該当する団体をいう。

(1) 原則として、大野市民で構成する団体又は大野市内に事務所を有する法人等で構成する団体であること。ただし、営利を目的とする団体を除く。

(2) 団体の設置目的若しくは活動の一部が、国際交流、公共の福祉又は地域の活性化に寄与すると認められること。

(3) その他市長が適当と認めた団体であること。

　（補助対象事業）

第３条　補助対象とする事業は、次の各号に定める分野において、国際交流を主たる目的として実施する事業をいう。

(1) 教育、文化及び芸術に関すること。

(2) 福祉に関すること。

(3) スポーツに関すること。

(4) 産業及び経済に関すること。

(5) その他市長が適当と認めたもの。

　（補助対象経費）
第４条　訪問事業の補助対象経費は、大野市から目的地までの往復に要する旅客運賃及び宿泊費とする。
２　受入れ事業の補助対象経費は、次に掲げるとおりとする。
(1) 受け入れた外国人の大野市内における滞在費用、実施主体の構成員及び当該外国人を主とする交流事業を市内において開催するために要する費用（飲食に係る経費については１回につき１人当たり９，０００円を限度とする。）
(2) 当該外国人が入国した後、大野市までの送迎に要する費用（自動車で送迎する場合は、一般旅客自動車運送事業者の許可（道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「法」という。）第４条第１項に規定する許可をいう。）を受けた事業者による送迎費用及び自家用自動車有償貸渡事業の許可（法第８０条第１項に規定する許可をいう。）を受けた事業者から自動車を借上げて運行した際に係る費用（有料道路通行料金及び燃料費を含む）に限る。）
３　前項第２号に定める送迎が不合理であると市長が認める場合は、大野市一般職の職員の給与に関する条例（昭和４１年条例第４６号）第３条第１項に規定する一般職の職員１級であるものの旅費相当額を補助対象経費とする。
　（補助金の額及び交付先）

第５条　補助金の額は、次の各号に定める区分の金額に、当該区分ごとの訪問事業にあっては参加者数を、受入れ事業にあっては受け入れた外国人数をそれぞれ乗じて得た金額とする。ただし、受入れ事業にあっては、実施主体が負担する額の２分の１を超えない額とし、訪問事業、受入れ事業ともに１実施主体当たり２，０００，０００円を限度とする。

(1) 小・中学生　１人につき４０，０００円

(2) 高校生　１人につき３０，０００円

(3) 大人　ｌ人につき２０，０００円

２　この補助金は、実施主体に交付する。

　（補助金交付申請等の手続き）

第６条　補助金交付申請等の手続きは大野市補助金等交付規則（昭和５７年規則第３号）の定めるところによる。

　（その他）

第７条　その他必要なことは、市長が別に定める。

　　　附則
　（施行期日）

１　この訓令は、平成４年４月１日から施行する。

　（この要綱の失効）

２　この要綱は、平成３４年３月３１日限り、その効力を失う。
　　　附則（平成６年訓令第１２号）
　この訓令は、平成６年１０月１日から施行する。

　　　附　則（平成２８年告示第５１号）

　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成３１年告示第５１号）

　この要綱は、平成３１年３月３１日から施行する。ただし、第５条第１項の改正規定は平成３１年４月１日から施行する。
